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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第74期

第１四半期累計期間
第75期

第１四半期累計期間
第74期

会計期間
自　2019年10月１日
至　2019年12月31日

自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2019年10月１日
至　2020年９月30日

売上高 (百万円) 4,763 4,562 19,913

経常利益 (百万円) 589 848 1,522

四半期(当期)純利益 (百万円) 406 642 801

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 955 955 955

発行済株式総数 (千株) 3,000 3,000 3,000

純資産額 (百万円) 23,491 24,135 23,704

総資産額 (百万円) 27,456 28,331 28,575

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 139.70 222.86 276.70

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 80

自己資本比率 (％) 85.6 85.2 83.0
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移」は

記載しておりません。

２．売上高には、消費税等(以下同様)は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」について重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による低迷が続いたものの、一

時的に政府主導の需要喚起策等で個人消費が持ち直し、回復の兆しが見られました。しかしながら、直近では新型

コロナウイルス感染症の急速な感染拡大を受けて、各地で緊急事態宣言が発出されるなど、今後の先行きは全く予

断を許さない大変厳しい状況にあります。

当業界におきましては、都市部を中心とした大型工事案件については、概ね計画通りに進捗しているものの、中

小工事案件や地方の工事案件においては、限られた需要をめぐってゼネコン同士の激しい受注競争から鉄骨単価の

下落傾向が続いております。加えて、鋼材価格は原材料・スクラップ価格の高騰等値上げ必至の状況となってお

り、鉄骨ファブリケーターとしても先行きが大変厳しい環境にあります。

 
このような環境のなか、当社は受注活動に鋭意努力した結果、当第１四半期の受注高は、前年同四半期比34.4％

増の6,461百万円となりました。

完成工事高は、工場の稼働率低下により前年同四半期比4.2％減の4,562百万円となりました。

損益面については、前期に受注した採算性の良い大型工事の完成や苦戦しながらも設計変更の獲得を確保した結

果、営業利益801百万円（前年同四半期比48.0％増）、経常利益848百万円（前年同四半期比43.8％増）になりまし

た。また、特別損失に補償損失引当金繰入額を80百万円計上しましたが、繰延税金資産の回収可能性を見直した結

果、四半期純利益は642百万円（前年同四半期比58.0％増）となりました。

引き続き、新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策の継続的な徹底と工場稼働率維持の両立等を最重要経営課

題として認識し、計画的な受注及び収益の確保を目指して参ります。

なお、当社は建設業以外の事業を営んでいないため、セグメントに関する業績は記載しておりません。

 
製品別の状況は、次のとおりであります。

（鉄骨）

鉄骨における当第１四半期累計期間の売上高は4,335百万円（前年同四半期比6.8％減）となりました。また、

当第１四半期累計期間の受注高は6,226百万円（前年同四半期比36.1％増）となり、当第１四半期会計期間末の受

注残高は16,012百万円（前年同四半期比48.8％増）となりました。

 
（プレキャストコンクリート）

プレキャストコンクリートにおける当第１四半期累計期間の売上高は226百万円（前年同四半期比101.7％増）

となりました。また、当第１四半期累計期間の受注高は234百万円（前年同四半期比2.1％増）となり、当第１四

半期会計期間末の受注残高は1,051百万円（前年同四半期比241.5％増）となりました。

 
当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末の28,575百万円から28,331百万円と244百万円減少しました。

その主な要因は、受取手形・完成工事未収入金が減少したものの、未成工事支出金等が増加したことによるもので

あります。

総負債は、工事未払金の減少により、前事業年度末比675百万円減少し4,195百万円となりました。

純資産は、利益剰余金の増加により、前事業年度末比430百万円増加し24,135百万円となりました。
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(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
(3) 経営方針・経営環境及び対処すべき課題等

当第１四半期累計期間において、重要な変更はありません。

 
(4) 研究開発活動

当第１四半期累計期間において、記載すべき事項はありません。

なお、当第１四半期累計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 
② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2020年12月31日)

提出日現在発行数
(株)

(2021年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,000,000 3,000,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数
100株

計 3,000,000 3,000,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式　
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年12月31日 ― 3,000,000 ― 955,491 ― 572,129
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

川岸工業株式会社(E01381)

四半期報告書

 5/15



 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができませんので、直前の基準日である2020年９月30日現在に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

① 【発行済株式】

    2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

 
116,500

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 2,869,200 28,692 ―

単元未満株式 普通株式 14,300 ― ―

発行済株式総数 3,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 28,692 ―
 

(注) １．「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が200株(議決権の数２個)含ま

れております。

２．「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
川岸工業株式会社

東京都港区東新橋
１丁目２番13号

116,500 0 116,500 3.89

計 ― 116,500 0 116,500 3.89
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第63号)

に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(1949年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(2020年10月１日から2020年12月

31日まで)及び第１四半期累計期間(2020年10月１日から2020年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、八重洲

監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第64号)第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　資産基準　　　　　　　　  0.3％

　売上高基準　　　　　　　  0.0％

　利益基準　　　　　　　　  0.2％

　利益剰余金基準　　　　  △0.0％
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2020年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2020年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 5,255,112 5,188,507

  受取手形・完成工事未収入金 14,149,985 13,815,745

  未成工事支出金 498,711 730,779

  材料貯蔵品 249,766 193,675

  未収入金 38,421 22,250

  その他 42,759 46,234

  流動資産合計 20,234,757 19,997,193

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 2,299,705 2,269,718

   機械・運搬具（純額） 1,421,261 1,421,835

    土地 3,458,404 3,458,404

   その他（純額） 80,744 76,190

   有形固定資産合計 7,260,116 7,226,148

  無形固定資産 17,289 21,832

  投資その他の資産   

   投資有価証券 545,927 575,990

   その他 544,204 536,477

   貸倒引当金 △26,320 △26,390

   投資その他の資産合計 1,063,812 1,086,078

  固定資産合計 8,341,218 8,334,058

 資産合計 28,575,975 28,331,252

負債の部   

 流動負債   

  工事未払金 3,155,506 2,605,271

  未払法人税等 273,383 144,250

  賞与引当金 89,629 55,739

  その他 589,665 539,140

  流動負債合計 4,108,183 3,344,402

 固定負債   

  繰延税金負債 865 9,073

  退職給付引当金 195,828 196,779

  補償損失引当金 480,000 560,000

  その他 86,431 85,741

  固定負債合計 763,126 851,594

 負債合計 4,871,310 4,195,996
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2020年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2020年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 955,491 955,491

  資本剰余金 578,203 578,203

  利益剰余金 22,253,581 22,665,488

  自己株式 △218,443 △218,506

  株主資本合計 23,568,832 23,980,676

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 135,832 154,578

  評価・換算差額等合計 135,832 154,578

 純資産合計 23,704,665 24,135,255

負債純資産合計 28,575,975 28,331,252
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期累計期間
(自 2019年10月１日
　至 2019年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自 2020年10月１日
　至 2020年12月31日)

完成工事高 4,763,115 4,562,004

完成工事原価 4,024,392 3,565,921

完成工事総利益 738,723 996,083

販売費及び一般管理費 197,303 194,683

営業利益 541,420 801,399

営業外収益   

 受取利息 7 1

 受取配当金 11,882 10,277

 不動産賃貸料 19,218 19,266

 鉄屑売却益 17,726 13,925

 その他 7,344 8,133

 営業外収益合計 56,179 51,603

営業外費用   

 賃貸費用 2,221 2,211

 固定資産解体費用 2,000 1,581

 その他 3,411 1,042

 営業外費用合計 7,632 4,834

経常利益 589,967 848,168

特別損失   

 補償損失引当金繰入額 ― 80,000

 特別損失合計 ― 80,000

税引前四半期純利益 589,967 768,168

法人税等 183,182 125,589

四半期純利益 406,784 642,579
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【注記事項】

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算方法)

税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積も

り、税引前四半期純損益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

(追加情報)

新型コロナウイルス感染症の収束時期や影響の程度など、先行きの不透明感が強く、その具体的な影響額を見積

ることが困難なことから、現時点で入手可能な情報等を踏まえて、相当の期間はその影響が継続するとの仮定の下

で、繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。

なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した内容から、重要な変更はありません。

 
(四半期貸借対照表関係)

受取手形裏書譲渡高

　

 
前事業年度

(2020年９月30日)
当第１四半期会計期間
(2020年12月31日)

 265,166千円 119,757千円
 

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
(自　2019年10月１日
至　2019年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　2020年10月１日
至　2020年12月31日)

減価償却費 86,898千円 121,318千円
 

 

(株主資本等関係)

Ⅰ．前第１四半期累計期間(自　2019年10月１日　至　2019年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年12月20日
定時株主総会

普通株式 232,949 80 2019年９月30日 2019年12月23日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 
Ⅱ．当第１四半期累計期間(自　2020年10月１日　至　2020年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年12月22日
定時株主総会

普通株式 230,672 80 2020年９月30日 2020年12月23日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間(自　2019年10月１日　至　2019年12月31日)

当社は、建設業以外の事業を営んでいないため、セグメント情報については、記載しておりません。

 

当第１四半期累計期間(自　2020年10月１日　至　2020年12月31日)

当社は、建設業以外の事業を営んでいないため、セグメント情報については、記載しておりません。

 

(金融商品関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間
(自　2019年10月１日
至　2019年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自　2020年10月１日
至　2020年12月31日)

１株当たり四半期純利益(円) 139.70 222.86

(算定上の基礎)   

四半期純利益(千円) 406,784 642.579

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 406,784 642.579

普通株式の期中平均株式数(株) 2,911,765 2,883,378
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

（高層分譲住宅の外壁ＰＣタイルの剥落について）

当社が過去に製作しました高層分譲住宅の一部外壁タイルの下地コンクリートからタイル剥落が発生した件で施

工会社と協議をしておりましたが、２月１日に最終合意に至りました。その結果、当社が負担すべき金額の差額と

して80,000千円を補償損失引当金繰入額として特別損失に計上しております。

なお、本件に伴う弁護士費用等が今後発生する見込みであります。

 
（退職給付制度の移行）

 当社は、2021年４月１日より現行の確定給付年金制度について確定拠出年金制度に移行することを予定しており

ます。

この移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第

１号　2016年12月16日改正）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告

第２号　2007年2月7日改正）を適用する予定です。

なお、本移行等に伴う影響額については現在算定中であります。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

2021年２月12日

川岸工業株式会社

代表取締役社長　　金　本　秀　雄　殿

　

八重洲監査法人

東京都千代田区
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 三　　井　　智　　宇 印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 辻　　田　　武　　司 印
 

 
業務執行社員  公認会計士 小　　松　　一　　郎 印

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている川岸工業株式会

社の2020年10月１日から2021年９月30日までの第75期事業年度の第１四半期会計期間（2020年10月１日から2020年12月

31日まで）及び第１四半期累計期間（2020年10月１日から2020年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、川岸工業株式会社の2020年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められな

かった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 
四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ
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ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどう

か結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切で

ない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論

は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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